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受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「ダイワ技術立国ファンド」は、こ
のたび、第₁₇期の決算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<4732>

ダイワ技術立国ファンド

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式

信 託 期 間 ₁₀年間（₂₀₀₆年 ₈ 月₁₆日～₂₀₁₆年 ₈ 月₁₅日）

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主 要 投 資
対 象

わが国の金融商品取引所上場株式（上場予
定を含みます。以下同じ。）

運 用 方 法

①主としてわが国の金融商品取引所上場株
式の中から、製造業を中心に、高度な技術
を有し、今後の成長が期待される企業に投
資することにより、信託財産の成長をめざし
ます。
②銘柄の選定は、主に以下の点に着目した
ボトムアップ・アプローチにより行ないま
す。
　・創造的な技術力・商品開発力
　・同業他社に対する優位性
　・新分野への事業展開力
③各業態の動向や個別銘柄の流動性、バリ
ュエーション等に着目し、ポートフォリオ
を構築します。
④株式の組入比率は、通常の状態で信託財
産の純資産総額の90％程度以上に維持する
ことを基本とします。
⑤現物株式への投資を基本としますが、市
況動向、資産規模等によっては、わが国の
株価指数先物取引等を利用することがあり
ます。
⑥株式以外の資産への投資は、原則として、
信託財産総額の₅₀％以下とします。

株式組入制限 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と
売買益（評価益を含みます。）等とし、原則
として、基準価額の水準等を勘案して分配
金額を決定します。ただし、分配対象額が
少額の場合には、分配を行なわないことが
あります。



ダイワ技術立国ファンド

■最近 5 期の運用実績

決　　算　　期
基　　準　　価　　額 T O P I X

株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

純 資 産
総 額税 込 み

分 配 金
期　 中
騰 落 率 （参考指数） 期　 中

騰 落 率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₁₃期末（₂₀₁₃年 ₂ 月₁₅日） ₆, ₀₂₆ ₀ ₂₃. ₀ ₉₄₂. ₄₁ ₂₆. ₁ ₉₆. ₂ ― ₅, ₀₄₉
₁₄期末（₂₀₁₃年 ₈ 月₁₅日） ₇, ₆₃₉ ₀ ₂₆. ₈ ₁, ₁₅₁. ₈₂ ₂₂. ₂ ₉₇. ₇ ― ₆, ₁₂₃
₁₅期末（₂₀₁₄年 ₂ 月₁₇日） ₈, ₂₆₃ ₀ ₈. ₂ ₁, ₁₉₂. ₀₅ ₃. ₅ ₉₅. ₉ ― ₆, ₀₄₀
₁₆期末（₂₀₁₄年 ₈ 月₁₅日） ₈, ₆₉₃ ₀ ₅. ₂ ₁, ₂₇₀. ₆₈ ₆. ₆ ₉₈. ₉ ― ₆, ₀₅₂
₁₇期末（₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日） ₉, ₄₃₃ ₀ ₈. ₅ ₁, ₄₅₉. ₄₃ ₁₄. ₉ ₉₇. ₇ ― ₆, ₁₃₂

（注）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移

10, 500

10, 000

9, 500

9, 000

8, 500

8, 000

（円）
100

80

60

40

20

0

（億円）

期　末
（2015. 2. 16）

期　首
（2014. 8. 15）

基準価額（左軸）　　　　純資産総額（右軸）

1



ダイワ技術立国ファンド

年　　月　　日
基 準 価 額 T O P I X 株　　式

組入比率
株　　式
先物比率騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₈ 月₁₅日 ₈, ₆₉₃ ― ₁, ₂₇₀. ₆₈ ― ₉₈. ₉ ―

₈ 月末 ₈, ₉₆₇ ₃. ₂ ₁, ₂₇₇. ₉₇ ₀. ₆ ₉₈. ₉ ―
₉ 月末 ₉, ₄₃₅ ₈. ₅ ₁, ₃₂₆. ₂₉ ₄. ₄ ₉₈. ₈ ―
₁₀月末 ₉, ₂₄₀ ₆. ₃ ₁, ₃₃₃. ₆₄ ₅. ₀ ₉₈. ₄ ―
₁₁月末 ₉, ₈₂₇ ₁₃. ₀ ₁, ₄₁₀. ₃₄ ₁₁. ₀ ₉₈. ₉ ―
₁₂月末 ₉, ₈₀₃ ₁₂. ₈ ₁, ₄₀₇. ₅₁ ₁₀. ₈ ₉₉. ₂ ―

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₉, ₇₀₀ ₁₁. ₆ ₁, ₄₁₅. ₀₇ ₁₁. ₄ ₉₈. ₃ ―
（期末）₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日 ₉, ₄₃₃ ₈. ₅ ₁, ₄₅₉. ₄₃ ₁₄. ₉ ₉₇. ₇ ―

（注）騰落率は期首比。

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₈, ₆₉₃円　期末：₉, ₄₃₃円　騰落率：₈. ₅％
【基準価額の主な変動要因】

国内株式市況が、₂₀₁₄年₁₀月に一時大きく調整したものの、その後日銀の追加緩和などもあり急速に反転上昇したことに
より、基準価額は値上がりしました。

◆投資環境について
○国内株式市況

国内株式市況は、期首より、企業業績の改善、円安の進行などにより上昇しました。₂₀₁₄年 ₉ 月下旬から₁₀月中旬にか
けては、世界経済の先行き不透明感やエボラ出血熱の感染拡大への懸念、国内政治不安などが重なり、株価は下落しまし
た。₁₀月下旬からは、日銀による予想外の追加金融緩和、ＧＰＩＦ（年金積立金管理運用独立行政法人）の国内株式運用
比率の引上げ決定、円安の進行などを受けて、株価は急速に上昇しました。₁₂月以降は、原油価格急落によるロシア経済
悪化への懸念や、ギリシャの政治情勢混迷によるユーロ不安などで下落する局面もありましたが、ＥＣＢ（欧州中央銀
行）による国債買入れを含む量的金融緩和の決定や、日米景気の着実な回復などを受け、株価は一進一退で推移しまし
た。

◆前期における「今後の運用方針」

・株式組入比率
₉₀％程度以上の高位組入れを維持することを基本としております。

・ポートフォリオ構成
当ファンドの特色を生かすべく、製造業や技術関連業種を中心とする構成を継続していく方針です。
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ダイワ技術立国ファンド

◆ポートフォリオについて
株式組入比率は、世界的な金融緩和傾向や企業業績の回復期待などから、期を通して₉₇～₉₉％台で推移させました。
業種構成は、化学、情報・通信業、サービス業などの比率を引上げる一方、輸送用機器、建設業、その他製品などの比率

を引下げました。
個別銘柄では、円安進行の恩恵、業績見通しや株価指標などを考慮し、ソニー、ＴＤＫ、ディスコなどの組入比率を引上

げました。一方、マツダ、日立、セイコーエプソンなどの組入比率を引下げました。
◆ベンチマークとの差異について

当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
参考指数（ＴＯＰＩＸ）の騰落率は₁₄. ₉％となりました。一方、当ファンドの騰落率は₈. ₅％となりました。ＴＯＰＩＸ

の騰落率を下回った建設業、機械をオーバーウエートとしていたこと、ＴＯＰＩＸの騰落率を上回った保険業を組入れてい
なかったことなどがマイナス要因となりました。個別銘柄では、ブロッコリー、田淵電機、ジオスターなどがマイナス要因
となりました。

以下のグラフは当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。

（％）
16. 0
14. 0
12. 0
10. 0
8. 0
6. 0
4. 0
2. 0
0. 0

当　期
（2014. 8. 15～2015. 2. 16）

基準価額
ＴＯＰＩＸ

◆分配金について
【収益分配金】

当期は、基準価額の水準等を勘案し、収益分配を見送らせていただきました。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₈ 月₁₆日
～₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日

当 期 分 配 金 （ 税 込 み ） （円） ―
対 基 準 価 額 比 率 （％） ―
当 期 の 収 益 （円） ―
当 期 の 収 益 以 外 （円） ―

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額 （円） ₉₉₆
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。
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ダイワ技術立国ファンド

《今後の運用方針》

　国内株式市況は、国内外の金融緩和や円安進行、安倍政権の政策、国内企業の業績回復、株主還元強化期待、ＧＰＩＦや日
銀による買いなどの良好な株式需給が引続き株価の押し上げ要因になると考えており、株式組入比率は₉₀％程度以上の高位を
維持する方針です。銘柄の選別にあたっては、技術的な競争力評価に加え、業績見通し、テーマ性、バリュエーションや株価
位置、株主還元方針などに注目してまいります。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年 ₈ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日まで）

項 目 当 期
（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₁₁, ₀₂₀, ₂₄₃千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₆, ₂₉₈, ₇₄₃千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₁. ₇₄ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₈ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株 数 金 額 株 数 金 額

国 内
千株 千円 千株 千円

₅, ₄₇₃. ₅ ₅, ₂₄₈, ₁₉₃ ₅, ₇₇₈. ₈ ₅, ₇₇₂, ₀₄₉ 
（ ₃₁） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）（　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₈. ₁₆～₂₀₁₅. ₂. ₁₆）
金　額 比　率

信託報酬  ₇₈円 ₀. ₈₃₂％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₉, ₃₆₃円です。

（投信会社）  （₃₈）  （₀. ₄₀₂） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₃₈）  （₀. ₄₀₂） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₃）  （₀. ₀₂₇） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₁₆   ₀. ₁₇₁   売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₁₆）  （₀. ₁₇₁） 

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₀   ₀. ₀₀₃   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （₀）  （₀. ₀₀₃） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　　計  ₉₄   ₁. ₀₀₅  

（注 ₁ ）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。
（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して₁₀₀を乗じたものです。
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ダイワ技術立国ファンド

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₈ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
ソニー ₆₀  ₁₅₆, ₅₄₃  ₂, ₆₀₉  マツダ ₉₆  ₂₃₅, ₀₉₃  ₂, ₄₄₈ 
ＴＤＫ ₁₄  ₁₀₄, ₂₅₀  ₇, ₄₄₆  日立 ₂₃₀ ₁₈₁, ₄₉₆  ₇₈₉ 
ブロッコリー ₈₀  ₁₀₁, ₆₁₀  ₁, ₂₇₀  セイコーエプソン ₂₉  ₁₄₆, ₅₇₈  ₅, ₀₅₄ 
ミクシィ ₁₇  ₉₇, ₁₅₈  ₅, ₇₁₅  ソフトバンク ₁₉  ₁₃₂, ₆₀₈  ₆, ₉₇₉ 
富士フイルムＨＬＤＧＳ ₂₃  ₈₅, ₈₉₂  ₃, ₇₃₄ 本田技研 ₃₆  ₁₂₉, ₂₀₂  ₃, ₅₈₈ 
ディスコ ₈  ₈₄, ₅₃₅  ₁₀, ₅₆₆  日本電産 ₁₁  ₈₇, ₇₆₄  ₇, ₉₇₈ 
ＫＤＤＩ ₁₀  ₈₂, ₄₆₇  ₈, ₂₄₆  竹内製作所 ₂₀ ₈₆, ₄₀₁  ₄, ₃₂₀ 
東ソー ₁₄₀  ₈₀, ₄₇₉  ₅₇₄  日立金属 ₄₃  ₈₁, ₀₃₆  ₁, ₈₈₄ 
ＤＭＧ森精機 ₄₅  ₇₃, ₂₇₃  ₁, ₆₂₈  田淵電機 ₇₀  ₇₉, ₅₆₆  ₁, ₁₃₆ 
日東電工 ₁₁  ₇₁, ₀₂₈  ₆, ₄₅₇  OBARA GROUP ₁₉. ₂  ₇₄, ₁₅₀  ₃, ₈₆₂ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況
（1）期中の利害関係人との取引状況

（₂₀₁₄年 ₈ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 ₅, ₂₄₈ ₅₈₈ ₁₁. ₂ ₅, ₇₇₂ ₉₂₉ ₁₆. ₁ 

コール・ローン ₁₁, ₀₉₈ ― ― ― ― ― 

（3） 期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

（₂₀₁₄年 ₈ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日まで）
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） ₁₀, ₇₃₆千円 

うち利害関係人への支払額（Ｂ） ₂, ₄₅₄千円 

（Ｂ）／（Ａ） ₂₂. ₉％ 

※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第₁₁条第 ₁ 項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、大和証券で
す。

（2） 利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって
発行される有価証券

（₂₀₁₄年 ₈ 月₁₆日から₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日まで）

種　　　　　類 当　　　　　期
買　　付　　額

百万円

株　　　　　式 ₁₇
（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。
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■組入資産明細表
国 内 株 式

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

水産・農林業（0．3％）
日本水産 ₁₄₀ ― ―
サカタのタネ ― ₁₀ ₁₈, ₉₄₀

鉱業（0．4％）
国際石油開発帝石 ₂₁ ₁₈ ₂₅, ₉₄₇

建設業（3．2％）
ウエストホールディングス ₉ ― ―
第一カッター興業 ― ₁₈ ₄₂, ₆₀₆
安藤・間 ₉₀ ― ―
東急建設 ― ₄₀ ₂₇, ₄₈₀
大林組 ₃₂ ― ―
長谷工コーポレーシヨン ₁₂ ― ―
不動テトラ ₁₂₀ ― ―
日鉄住金テックスエンジ ₂₇ ― ―
西松建設 ₁₀₀ ― ―
大豊建設 ₇₀ ₇₀ ₄₀, ₄₆₀
前田建設 ₃₉ ₁₉ ₁₇, ₁₅₇
名工建設 ₃ ― ―
ＮＩＰＰＯ ₁₂ ― ―
東洋建設 ― ₈₀ ₄₂, ₉₆₀
福田組 ₂₈ ― ―
九電工 ₂₀ ― ―
明星工業 ₄₂ ₃₀ ₂₀, ₁₃₀

食料品（1．₈％）
森永製菓 ― ₇₀ ₂₄, ₅₀₀
江崎グリコ ₁₈ ₆ ₂₇, ₄₈₀
岩塚製菓 ― ₀. ₆ ₄, ₁₁₀
明治ホールディングス ― ₄ ₅₁, ₀₄₀

繊維製品（1．3％）
富士紡ホールディングス ₄₀ ― ―
日清紡ホールディングス ― ₇ ₈, ₃₂₃
帝国繊維 ₂₀ ― ―
帝人 ― ₈₀ ₃₀, ₅₆₀
東レ ― ₄₀ ₃₉, ₁₁₆

化学（11．4％）
健康コーポレーション ― ₁₇ ₂₄, ₆₃₃
旭化成 ― ₂₂ ₂₅, ₈₀₆
共和レザー ₃₉ ₁₂ ₉, ₃₀₀
日産化学 ― ₅ ₁₁, ₂₁₅
クレハ ― ₃₀ ₁₆, ₂₆₀
東ソー ― ₁₀₀ ₅₃, ₂₀₀
ダイソー ― ₁₂₅ ₅₅, ₂₅₀
関東電化 ₅₀ ₇₅ ₅₂, ₃₅₀
戸田工業 ₁₂ ― ―
東京応化工業 ― ₁₂ ₄₆, ₆₂₀
タキロン ― ₅₅ ₂₈, ₅₄₅
積水化成品 ― ₈₀ ₃₅, ₆₀₀

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

第一化成 ― ₁₉ ₁₃, ₃₅₇
フジプレアム ― ₁₄ ₅, ₂₀₈
ダイトーケミックス ― ₃₄ ₈, ₃₉₈
扶桑化学工業 ― ₅ ₆, ₃₀₀
中国塗料 ― ₃₀ ₂₇, ₀₃₀
富士フイルム HLDGS ― ₁₈ ₇₁, ₈₂₉
アグロカネショウ ₉ ― ―
荒川化学工業 ₄ ₁₄ ₁₈, ₉₈₄
メック ₃₅ ― ―
ＪＣＵ ₅ ₂. ₅ ₁₂, ₄₅₀
有沢製作所 ― ₆₄ ₆₀, ₄₈₀
日東電工 ― ₁₁ ₈₂, ₄₄₅
パーカーコーポレーション ₃₀ ₃₀ ₁₅, ₄₂₀

医薬品（2．0％）
あすか製薬 ₁ ― ―
日本新薬 ₁₀ ― ―
中外製薬 ₅ ― ―
科研製薬 ― ₁₂ ₃₉, ₃₆₀
小野薬品 ₆ ₂ ₂₂, ₄₄₀
生化学工業 ― ₁₅ ₃₁, ₃₈₀
東和薬品 ― ₄ ₂₆, ₀₀₀
そーせいグループ ₅ ― ―
アールテック・ウエノ ₈ ― ―
ペプチドリーム ₁. ₅ ― ―

石油・石炭製品（0．6％）
ＭＯＲＥＳＣＯ ₄ ₁₇ ₃₆, ₃₈₀
JX ホールディングス ₈₀ ― ―

ゴム製品（2．2％）
東洋ゴム ― ₁₁ ₂₆, ₂₄₆
ブリヂストン ₁₆ ₁₀ ₄₆, ₀₁₀
オカモト ― ₄₀ ₁₈, ₅₆₀
住友理工 ₁₇ ₁₇ ₁₆, ₇₆₂
三ツ星ベルト ― ₂₄ ₂₃, ₅₄₄

ガラス・土石製品（1．4％）
日本コンクリ－ト ₄₀ ― ―
ジオスター ₁₂₀ ₇₆ ₅₁, ₆₈₀
ジャパンパイル ₄₀ ― ―
ノリタケ ― ₁₁₀ ₃₂, ₂₃₀
日本碍子 ₁₀ ― ―
ニチアス ₂₀ ― ―

鉄鋼（0．6％）
新日鐵住金 ₂₃₀ ― ―
日新製鋼 ― ₂₃ ₃₅, ₆₉₆
東京鐵鋼 ₃₄ ― ―
日立金属 ₄₃ ― ―
新日本電工 ₅₀ ― ―

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

非鉄金属（1．3％）
東邦亜鉛 ₁₀ ― ―
住友鉱山 ₁₄ ₁₄ ₂₅, ₁₉₃
古河機金 ₁₀₀ ₁₀₀ ₂₀, ₅₀₀
ＵＡＣＪ ₁₀₀ ― ―
タツタ電線 ₇₀ ― ―
カナレ電気 ― ₁₄. ₂ ₃₄, ₉₆₀

金属製品（0．2％）
ＳＵＭＣＯ ― ₄ ₈, ₅₄₄
日創プロニティ ₁. ₁ ₁. ₁ ₈₄₉
駒井ハルテック ₃₀ ― ―
三和ホールディングス ₄₀ ― ―
アドバネクス ₇₅ ― ―
日立機材 ₃. ₁ ― ―

機械（11．1％）
ツガミ ― ₈₂ ₅₅, ₉₂₄
オークマ ― ₃₅ ₃₉, ₄₄₅
アイダエンジニア ₂₅ ― ―
浜井産業 ₁₂₀ ― ―
牧野フライス ₂₀ ₃₀ ₂₈, ₆₅₀
小池酸素 ― ₃₂ ₁₂, ₈₀₀
旭ダイヤモンド ₁₈ ― ―
DMG 森精機 ― ₄₅ ₇₁, ₉₁₀
西部電機 ₅ ₅ ₃, ₄₈₅
ディスコ ― ₈ ₈₁, ₁₂₀
日進工具 ― ₁₄ ₂₆, ₈₉₄
パンチ工業 ― ₁ ₁, ₄₂₂
レオン自動機 ₂₀ ― ―
ＳＭＣ ₁ ― ―
日精エーエスビー ₈. ₈ ― ―
技研製作所 ₁₆ ― ―
日精樹脂工業 ― ₄₇ ₆₃, ₈₂₆
オカダアイヨン ₂. ₅ ₂. ₅ ₂, ₄₉₂
鉱研工業 ₁₀ ₁₅ ₂₁, ₁₃₅
日工 ₁₉ ― ―
北川鉄工所 ― ₂₃₀ ₅₅, ₄₃₀
鶴見製作所 ₁₅ ₁₅ ₂₉, ₁₁₅
三精テクノロジーズ ₈ ₅ ₂, ₆₆₅
北越工業 ― ₂ ₂, ₀₂₂
アネスト岩田 ₃₅ ― ―
加藤製作所 ₉₅ ₆₀ ₄₆, ₂₀₀
タダノ ₁₈ ― ―
ＣＫＤ ₁₇ ― ―
キトー ₁₈ ― ―
福島工業 ₂₁ ― ―
竹内製作所 ₂₃ ₉ ₃₉, ₇₈₀
アマノ ₂ ― ―
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銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

ＪＵＫＩ ― ₉₀ ₃₄, ₈₃₀
サンデン ₃₀ ― ―
新晃工業 ― ₃₆ ₄₈, ₂₀₄
セガサミーホールディングス ₁ ― ―
ＴＰＲ ₁₄ ― ―
ＫＶＫ ₁₂ ― ―
マキタ ₉ ― ―

電気機器（30．2％）
コニカミノルタ ₂₁ ― ―
ブラザー工業 ₂₀ ― ―
ミネベア ₅₅ ₃₅ ₅₇, ₉₉₅
日立 ₃₀₀ ₇₀ ₅₄, ₁₇₃
三菱電機 ₁₈ ― ―
富士電機 ₇₀ ― ―
シンフォニア テクノロジー ― ₂₄₀ ₄₉, ₆₈₀
日本電産 ₁₈ ₇ ₅₇, ₄₄₉
ダブル・スコープ ₄₉ ₃₈ ₃₃, ₅₉₂
ダイヘン ― ₉₀ ₄₈, ₁₅₀
田淵電機 ₇₀ ― ―
寺崎電気産業 ₁₂ ₁₅ ₂₂, ₅₀₀
ミマキエンジニアリング ₁₈. ₅ ― ―
第一精工 ₁₈ ― ―
大崎電気 ₅ ― ―
エスケーエレクトロニクス ― ₄ ₅, ₇₈₄
富士通 ₉₀ ― ―
沖電気 ₇₆ ― ―
セイコーエプソン ₂₇ ― ―
ワコム ― ₂₀ ₁₂, ₆₀₀
サン電子 ₆₆ ₃₀ ₅₆, ₁₆₀
日本信号 ₂₀ ― ―
能美防災 ₈ ₂₇ ₃₇, ₂₃₃
ホーチキ ₃₇ ₃₇ ₃₁, ₃₀₂
パナソニック ₁₈ ― ―
ソニー ― ₆₀ ₁₈₈, ₆₄₀
ＴＤＫ ― ₁₄ ₁₀₅, ₀₀₀
アルプス電気 ₆₈ ₆₀ ₁₃₆, ₈₆₀
池上通信機 ― ₁₀₀ ₁₆, ₇₀₀
日本トリム ₁ ― ―
日本航空電子 ₁₀ ₁₀ ₂₅, ₈₀₀
古野電気 ₂₀ ― ―
本多通信工業 ₁₀ ₃₅ ₄₅, ₀₄₅
アオイ電子 ― ₆ ₃₀, ₀₆₀
新電元工業 ₅₀ ― ―
共和電業 ₈₀ ― ―
アドバンテスト ― ₂₅ ₃₈, ₅₅₀
パナソニックデバイス ― ₃₀ ₂₆, ₅₂₀
キーエンス ₁. ₅ ₂. ₅ ₁₄₉, ₆₇₅
日本マイクロニクス ₀. ₅ ― ―
OBARA GROUP ₁₈ ₆. ₃ ₄₀, ₀₆₈
原田工業 ₂₅ ₆₄ ₁₈, ₃₆₈

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

イリソ電子工業 ₅ ― ―
千代田インテグレ ― ₈ ₁₇, ₁₄₄
ヘリオステクノＨ ― ₆₃ ₂₆, ₅₂₃
山一電機 ₅₀ ₅₀ ₄₂, ₁₅₀
富士通フロンテック ₂₂ ― ―
カシオ ₁₇ ₄₂ ₇₄, ₅₅₀
ファナック ₄ ₃ ₆₇, ₁₇₀
ローム ₉ ₉ ₆₆, ₆₀₀
浜松ホトニクス ₆ ― ―
村田製作所 ₁₃ ₁₈ ₂₂₉, ₇₇₀
象印マホービン ₂₀ ― ―

輸送用機器（13．6％）
ユニプレス ₅ ― ―
ダイハツデイーゼル ― ₃₃ ₂₈, ₂₄₈
川崎重工業 ― ₇₀ ₃₆, ₈₉₀
日産自動車 ₁₈ ― ―
トヨタ自動車 ₅₇ ₅₇ ₄₄₆, ₂₅₃
日野自動車 ₄₀ ₂₀ ₃₃, ₄₈₀
マツダ ₉₆ ― ―
本田技研 ₃₆ ― ―
スズキ ₁₈ ― ―
富士重工業 ₄₇ ₄₀ ₁₅₈, ₅₂₀
ヤマハ発動機 ― ₂₃ ₅₉, ₆₁₆
イクヨ ― ₁₅₀ ₃₂, ₄₀₀
ハイレックスコーポレーション ₂ ₂ ₆, ₉₀₀
日本精機 ₁₀ ― ―
ジャムコ ― ₄ ₁₂, ₄₆₀

精密機器（5．7％）
テルモ ― ₁₂ ₃₇, ₀₈₀
島津製作所 ₂₀ ― ―
トプコン ₆₀ ₆₀ ₁₄₄, ₂₄₀
オリンパス ₁₀ ₉ ₃₇, ₄₄₀
ＨＯＹＡ ― ₁₅ ₆₉, ₉₅₂
シード ₁₄. ₆ ₁₄. ₆ ₂₃, ₀₆₈
ＩＭＶ ― ₅₆ ₃₀, ₉₆₈
CYBERDYNE ₆ ― ―

その他製品（0．3％）
ニホンフラッシュ ― ₆ ₂₀, ₄₆₀
前田工繊 ₄₆ ― ―
フルヤ金属 ₅. ₁ ― ―
サマンサタバサジャパン ₃₅ ― ―
バンダイナムコ HLDGS ₂₃ ― ―

情報・通信業（₉．0％）
三菱総合研究所 ₄. ₅ ― ―
ファインデックス ₂. ₈ ― ―
モルフォ ― ₄ ₂₃, ₀₀₀
アートスパーク HD ― ₁₁ ₁₂, ₃₂₀
コロプラ ₉ ― ―
VOYAGE GROUP ― ₁₀ ₂₄, ₇₅₀
イグニス ― ₃. ₉ ₁₆, ₂₄₃

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

アプリックス IPHD ― ₂ ₃, ₇₉₈
インターネットイニシアティブ ― ₁₂ ₂₇, ₆₀₀
ＣＥホールディングス ₄. ₆ ― ―
アイサンテクノロジー ― ₁₀ ₂₆, ₉₀₀
クレスコ ― ₁. ₂ ₂, ₁₇₆
ビーイング ― ₃₉ ₂₄, ₃₇₅
ＷＯＷＯＷ ― ₆ ₃₄, ₀₂₀
フュージョンパートナー ― ₄₃ ₃₅, ₂₁₇
マーベラス ₁₅ ― ―
テレビ東京ＨＤ ₁₂ ― ―
日本ＢＳ放送 ₂₈ ― ―
Ｕ－ＮＥＸＴ ― ₂. ₄ ₁₁, ₄₆₀
ＫＤＤＩ ― ₁₀ ₇₈, ₆₉₀
エムティーアイ ― ₁₀ ₁₆, ₅₆₀
ＤＴＳ ― ₁₈ ₄₀, ₇₅₂
スクウェア・エニックス・HD ₁₂ ₂₂ ₅₁, ₂₁₆
コナミ ― ₁₈ ₄₂, ₅₁₆
福井コンピュータ HLDS ― ₂₇ ₂₂, ₉₇₇
ソフトバンク ₂₅ ₆ ₄₂, ₅₈₂

卸売業（0．₈％）
シークス ― ₂₀ ₄₈, ₃₆₀
丸紅 ₇₀ ― ―
三菱商事 ₁₀ ― ―

サービス業（2．5％）
ミクシィ ― ₆ ₂₄, ₄₂₀
ケネディクス ― ₅₀ ₂₇, ₃₀₀
サイバーエージェント ― ₈ ₄₄, ₈₈₀
クリーク・アンド・リバー社 ― ₃₀ ₂₁, ₁₂₀
ジャパンマテリアル ― ₂₃ ₃₄, ₆₈₄

千株 千株 千円

合計
株 数、 金 額 ₄, ₉₈₂. ₁ ₄, ₇₀₇. ₈ ₅, ₉₉₂, ₈₇₆

銘柄数＜比率＞ ₁₅₅銘柄 ₁₄₇銘柄 ＜₉₇. ₇％＞

（注 ₁ ） 銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する
各業種の比率。

（注 ₂ ） 合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価
額の比率。

（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。
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【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い
合わせください。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当　　　期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₃₀, ₈₃₇, ₂₉₀円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  ₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₅₈, ₃₉₁, ₀₀₇
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₅₅₈, ₇₆₉, ₀₇₀
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₆₄₇, ₉₉₇, ₃₆₇
（ｆ）分 配 金  ₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₆₄₇, ₉₉₇, ₃₆₇
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₆, ₅₀₁, ₀₂₇, ₀₇₃口

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　2014年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
株         式 ₅, ₉₉₂, ₈₇₆ ₉₁. ₄ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₅₆₀, ₃₉₆ ₈. ₆ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₆, ₅₅₃, ₂₇₃ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 6， 553， 273， ₈₉0円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₁₈₈, ₄₀₃, ₀₁₇  
株 式（評価額） ₅, ₉₉₂, ₈₇₆, ₉₀₀  
未 収 入 金 ₃₆₉, ₄₀₃, ₀₇₃  
未 収 配 当 金 ₂, ₅₉₀, ₉₀₀  

（Ｂ）負 債 420， ₈54， 575  
未 払 金 ₃₅₈, ₈₂₉, ₉₁₀  
未 払 解 約 金 ₉, ₅₃₉, ₈₉₂  
未 払 信 託 報 酬 ₅₂, ₃₁₂, ₇₈₂  
そ の 他 未 払 費 用 ₁₇₁, ₉₉₁  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 6， 132， 41₉， 315  
元 本 ₆, ₅₀₁, ₀₂₇, ₀₇₃  
次 期 繰 越 損 益 金 △  ₃₆₈, ₆₀₇, ₇₅₈  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 6， 501， 027， 073口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） ₉， 433円

＊ 期首における元本額は₆, ₉₆₂, ₁₃₅, ₇₆₄円、当期中における追加設定元本額は
₂₅, ₀₁₆, ₅₉₀円、同解約元本額は₄₈₆, ₁₂₅, ₂₈₁円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₉, ₄₃₃円です。
＊当期末の純資産総額が元本額を下回っており、その差額は₃₆₈, ₆₀₇, ₇₅₈円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₈ 月₁₆日　至₂₀₁₅年 ₂ 月₁₆日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 34， 217， 30₉円

受 取 配 当 金 ₃₄, ₁₈₉, ₃₃₈
受 取 利 息 ₂₇, ₉₂₆
そ の 他 収 益 金 ₄₅

（Ｂ）有価証券売買損益 4₉7， 350， ₈₉4
売 買 益 ₉₆₄, ₁₇₄, ₅₄₈
売 買 損 △ ₄₆₆, ₈₂₃, ₆₅₄

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ 52， 4₈4， 773
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 47₉， 0₈3， 430
（Ｅ）前期繰越損益金 △ 573， 5₈2， 641
（Ｆ）追加信託差損益金 △ 274， 10₈， 547

（配 当 等 相 当 額）（ ₅₈, ₃₉₁, ₀₀₇）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₃₃₂, ₄₉₉, ₅₅₄）

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） △ 36₈， 607， 75₈
次期繰越損益金（Ｇ） △ 36₈， 607， 75₈
追 加 信 託 差 損 益 金 △ ₂₇₄, ₁₀₈, ₅₄₇

（配 当 等 相 当 額）（ ₅₈, ₃₉₁, ₀₀₇）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₃₃₂, ₄₉₉, ₅₅₄）
分 配 準 備 積 立 金 ₅₈₉, ₆₀₆, ₃₆₀
繰 越 損 益 金 △ ₆₈₄, ₁₀₅, ₅₇₁

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。
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